
建設業許可業務オンライン化 【１】業界と連携した現場業務の取組の強化 ①行政手続等のオンライン化

≪目的≫
 建設業許可、経営事項審査の申請手続きについてオンライン化を行うことで申請者の負担軽減

を図る。

≪今後の予定≫
 Webページ、チラシ、建設業講習会

等による周知、利用の促進
 必要に応じたシステムの改善要望

≪取組状況≫
 国、各都道府県による実務者会議への参加
 申請に係る手続きの整理
 システム利用環境等の整備
 国土交通省が提供する建設業許可・
経営事項審査電子申請システムを
利用したオンライン申請の開始

 Webページ、チラシ、建設業講習
会等による周知



ＩＣＴ活用工事の推進 【１】業界と連携した現場業務の取組の強化 ②安全で快適な労働環境の実現

≪目的≫
 社会資本の整備や維持管理、災害対応などを担う建設業の生産年齢人口が減少する中でも、そ

の役割を引き続き発揮するためには、生産性向上や労働環境改善が不可欠であるため、地元建
設業界との連携を図りながら、ＩＣＴ活用工事の導入を推進する。

≪今後の予定≫
 愛知県i-Construction推進協議会を通じて

建設業界との意見交換を実施
 ＩＣＴ活用工事実施要領を改定
 現場研修会等の開催
 ＩＣＴ活用工事の導入割合※

【目標】2025年度 100%
※ 土工量1,000m3以上の工事のうち、ICTを活用

した工事件数の割合。ただし、地形など施工
条件により実施効果が見込まれないものは除
く。

≪取組状況≫
 愛知県i-Construction推進協議会を通じて

建設業界との意見交換を実施
 ＩＣＴ活用工事実施要領を改定
 現場研修会等開催
 ＩＣＴ活用工事の導入割合

【実績】2022年度 76.2%

ＩＣＴ建設機械による法面整形（日光川）



西知多道路におけるCＩＭの活用

≪目的≫
 CIMを活用し、設計ミス防止、干渉チェックによる不整合の防止を図る。

（施工時の手戻り防止）
 視覚的な分かりやすさを活用して、一般の現場見学者向けの事業PR動画等を作成する。
≪取組状況≫
 土工・擁壁計画の不整合や用地境界・建築限界との干渉チェック

【１】業界と連携した現場業務の取組の強化 ②安全で快適な労働環境の実現

≪今後の予定≫
 今後は一般向けの事業
PR動画や地元説明用資
料に活用

【走行シミュレーション】

【整備後の日照状況】
(夏至)



UAVによる施設点検・被災状況把握 【１】業界と連携した現場業務の取組の強化
③点検・管理業務の効率化

≪目的≫
 UAV（ドローン等）を用い、施設点検、被災状況把握、広報写真取得等に活用する。

≪今後の予定≫
 施設点検対象の拡大を検討
 防災訓練におけるUAVによる被災

状況把握を継続して実施
 関係団体とUAV活用に向けた協力
体制の構築に向けた調整を実施

≪取組状況≫
 道路、港湾においてUAVによる施設点検を試行
 防災訓練においてUAVによる被災状況把握（リアルタイ

ム映像伝送、3次元解析による断面図等の作成）を試行

 関係団体におけるUAVの利用状況の調査および協力体制
について検討



道路施設（橋梁）点検における新技術の活用

≪目的≫
道路施設（橋梁）点検では、高い橋脚を持つ橋などで橋梁点検車やロープ
アクセスが必要となることから、作業の安全性・効率性の向上を図るため、
新技術の活用を推進している。

≪今後の予定≫
（ドローンの活用）
点検の「質」を確認した上で効果を検証し、適用
範囲を拡大する予定としている。

（新たな取組）
近年、台風や短時間強雨の発生に伴い、橋脚周辺
の河床が洗堀され、下部工が傾くといった報告が
なされている。水面下の目視しづらい洗堀の点検
精度を高めるため、来年度から水中ドローンや水
中スキャナー等の新技術の活用を予定している。

≪取組状況≫
• 道路橋点検の1巡目点検において、比較的
健全な状態と判定された道路橋（打音検
査が不要）について、ドローンの活用を
推進している。

• 実績：2022年度 4橋
2023年度 39橋

ﾛｰﾌﾟｱｸｾｽによる点検状況

ドローンによる点検状況

水中スキャナー水中ドローン

(国)301号 令和大内２号橋(豊田市)

(国)247号 衣浦大橋(半田市)

【１】業界と連携した現場業務の取組の強化
③点検・管理業務の効率化



道路施設（トンネル）点検における新技術の活用

≪目的≫
道路施設（トンネル）点検では、天井部の点検に高所作業車を用いること
から、作業の安全性・効率性の向上や交通規制日数の削減を図る必要があ
る。また、覆工コンクリートの損傷状況の把握が重要となる中、その状況
把握（ひび割れなど）には、近接目視やスケッチ作図等、非常に多くの時
間が必要になることから、新技術の活用を推進している。

≪今後の予定≫
（本新技術）
点検の「質」を確認した上で
効果を検証し、適用する範囲
を拡大する。

（その他の点検技術）
対象物の状況に応じてその他
の必要な点検（打音点検な
ど）についても、活用の検討
を進める。

≪取組状況≫
• 車両搭載の高性能カメラにより画像を取得、ＡＩ解析により損
傷図を作成する新技術を活用している。その結果、高所作業が
不要になり、点検の安全性が向上し、損傷把握のスピード化に
つながっている。

• 実績：2022年度 １件
2023年度 ３件

高性能カメラによる点検

高所作業車

損傷図

※撮影された写真に損傷図を重ね合わ
せることが可能

(一)笹戸小田木線
丸山トンネル(豊田市)

(主)飯田富山佐久間線 細畑トンネル(豊根村)

【１】業界と連携した現場業務の取組の強化
③点検・管理業務の効率化



下水道管路台帳システムの活用 【１】業界と連携した現場業務の取り組みの強化③点検・管理業務の効率化

≪目的≫
 下水道管路台帳システムは、下水道管路施設情報をデータベースとして管理できるGIS（地理
情報システム）をベースとした台帳システムである。

 本システムを活用することで、業務の効率化や蓄積データを活用した維持管理の高度化を図り、
効率的なマネジメントを実施する。

≪今後の予定≫
 2024年度以降

下水道管路台帳システムの運用開始
・台帳システムを活用した
ストックマネジメントの実施

・災害時に災害支援隊へ
迅速なデータ提供の実現

≪取組状況≫
 2022年度

下水道管路台帳システムの整備方針を決定
・台帳システムに必要な機能の選定
・採用するシステムの検討及び決定

 2023年度
下水道管路施設の台帳情報を電子化
・台帳システムに登録する資料の収集
・台帳システムに登録するデータの作成



河川管理台帳システムの活用 【１】業界と連携した現場業務の取組の強化 ③点検・管理業務の効率化

≪目的≫
 「河川現況台帳」及び「水利台帳」をデジタルデータとして作成し、管理事務の円滑化、的確
化を図る。

≪今後の予定≫
 2025年度までに全建設事務所に
て河川管理台帳システムを導入
予定

 機能アップを検討
Ⅰ．従来業務の効率化

・データの重ね合わせと計測、
出力機能

・占使用許可システムの連携
Ⅱ．高度なデータ利用
Ⅲ．データ更新と共有化

≪取組状況≫
 2022年度、河川管理台帳システムの整備方針の作成

従来業務の効率化（DB化による検索＆抽出機能の搭載）
 2023年度、知立建設事務所で先行して運用開始

更に２建設事務所でシステム導入



海岸保全施設維持管理システムの活用 【１】業界と連携した現場業務の取組の強化
③点検・管理業務の効率化

≪目的≫
 海岸保全施設（水門・樋門等、及び堤防・護岸等）の維持管理に要する長期的な費用を把握し、
効率的・効果的に機能保持、機能維持を図る。

≪今後の予定≫
 「設備版」システムの庁内クラウド
環境への移行を検討

 「堤防・護岸版」システムへの予算
平準化シミュレーション機能等の追
加を検討

 引き続き担当職員への意見聴取を実
施

≪取組状況≫
 水門・樋門等を含む「設備版」と堤防・護岸等を含む

「堤防・護岸版」の各システムの運用を2023年3月に
開始

 施設の点検結果や補修実績等を随時更新
 システムの改善に向けた担当職員への意見聴取



建設部門が保有する各種データの標準化の推進

≪目的≫
 工事や設計業務の調達情報や電子成果品を管理施設データと関連付けるルールを整備する。
 統合型GIS等との連携により各種データを統合的に管理する「統合情報データベース」の整備を

推進する。
≪今後の予定≫
 過年度の電子成果品と管理施設データとの関
連付けを開始

 調達及び施設と関連付かないデータ（占使用、
用地、資産等）について標準化方針を検討

≪取組状況≫
 統合情報データベースのルール及びシステム
の整備

【１】業界と連携した現場業務の取組の強化
④デジタルデータを用いた社会課題の解決



特殊車両の通行手続きの迅速化

≪今後の予定≫
特殊車両の申請実績の
あったすべての経路につ
いて、2026年度までに電
子データ化を進める。

≪取組状況≫
• 本県では、県内市町村と連携※しつつ、利用頻度の高い路線を優
先し、道路情報の電子データ化を進めている。

（※県管理道路と市町村道との交差点部は、県がデータ化を実施。）

≪目的≫
２０２２年４月より国において特殊車両の通行可能経路（複数）がオンラインで即時に確認可能と
なる「特殊車両通行確認制度」が運用されている※。しかし、地方自治体が管理する道路情報の電
子データ化が進んでおらず、経路検索ができないため、運用実績が上がらないといった状況にあり、
道路情報の電子データ化を進めていく必要がある。
※従来の「特殊車両通行許可制度」では、申請者が窓口等へ申請し、道路管理者が審査を行い許可証を発行する
までに、非常に長い時間が必要になることが問題視されてきた。

←調査表例
「上空障害箇所

詳細データリスト」
トンネルの内空高さ等、
上空障害となる箇所の詳
細を記載。

【１】業界と連携した現場業務の取組の強化
④デジタルデータを用いた社会課題の解決



ノーコード・ローコードツールによる業務支援 【１】業界と連携した現場業務の取組の強化
⑤ ICTの社会実装

≪目的≫
 ノーコード・ローコードツール（NCLC : No-Code/Low-Code tool）による業務支援を行う。

≪今後の予定≫
 建設事務所等において試用を行ったうえで、本格

的な運用を開始する。
 試用中に確認された不具合については、適宜修正

対応を行う。
 「確認申出書」以外の手続き（「変更届出書」及

び「再交付申出書」）についてもオンライン化・
アプリ化で書類作成ができるように改良する。

≪取組状況≫
 NCLC導入により「緊急通行車両等の手

続き」のうち、民間事業者（協定業者）
により入力する内容をオンライン化する
とともに、受付用アプリにより入力され
たデータを取得できる仕組みを構築。

 あわせて、帳票作成用アプリも構築し、
複数の様式間における転記ミスを図る。

入替返還

返還

(紛失等)

再交付

(紛失等)

入替

新規

全体通

事務所ご

と 事務所 車名等 車両の用途等

活動地域

ＮＯ ＮＯ． 列1 列2 登録 ナンバー 車両の用途等 （※1）

1 尾張建設 小型乗用 名古屋 ０１あ１１１１ 地震防災・災害～応急対策の従事者最大5名の輸送 愛知県

2 尾張建設 小型貨物 名古屋 ０１あ１１１２ 災害応急対策の従事者６名及び資機材の輸送 愛知県

3 尾張建設 小型貨物 名古屋 ０１あ１１１３ 地震防災・災害～応急対策の従事者最大3名及び資機材の輸送 愛知県

4 知立建設 小型乗用 名古屋 ０１あ１１１４ 地震防災・災害～応急対策の従事者５名の輸送 愛知県

5 知立建設 普通乗用 名古屋 ０１あ１１１５ 地震防災・災害応急対策の従事者最大７名の輸送 愛知県

6 尾張建設 小型貨物 名古屋 ０１あ１１１６ 災害応急対策の従事者6名の輸送 愛知県

7 尾張建設 小型乗用 名古屋 ０１あ１１１７ 災害応急対策の従事者５名の輸送 愛知県

8 尾張建設 軽乗用 名古屋 ０１あ１１１８ 地震防災・災害～応急対策の従事者最大４名の輸送 愛知県

9 西三河建設 普通貨物 名古屋 ０１あ１１１９ 災害応急対策の従事者２名及び資機材の輸送 愛知県

10 西三河建設 小型貨物 名古屋 ０１あ１１２０ 地震防災・災害～応急対策の従事者4名及び資機材の輸送 愛知県

用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

番号標に表示されている番号

（建設企画課）



無電柱化事業の地中探査における新技術の活用

≪今後の予定≫
地下埋設物の移設等の調整に
要した日数や事業費を算出し、
地中レーダ探査活用による事
業期間短縮や事業費縮減の効
果について検証する予定とし
ている。

≪取組状況≫
• 地中レーダー探査を実施し、地中埋設物に関する図面を作成し

ている。
• その図面を、実際に試掘した結果や、各埋設物管理者が所有す
る管理台帳と比較して、その精度などを検証している。

≪目的≫
無電柱化事業の設計・施工において、関係機関との調整の円滑化や手戻り工事を防止し、事業期間
の短縮とコスト縮減を図るため、地中レーダー探査の活用を検討している。

地中レーダー探査の様子 ３D図面

２D図面

【１】業界と連携した現場業務の取組の強化
⑤ ICTの社会実装



生成AIの活用 【１】業界と連携した現場業務の取組の強化 ⑤ ICTの社会実装

≪目的≫
 データフォルダに蓄積された膨大な過去の情報から必要なものを職員が容易かつ的確に取り出
せる仕組みを構築する。

≪評価≫
 「だれでも」「容易に」「的確に」必要な情
報を取り出せるようにしたいという本実験の
課題については、概ね期待通りの成果があり、
現状の成果物であっても、実装されれば相当
の業務負担軽減につながると評価できた。

 今後、実環境に導入するためには、大量の
ファイルに対応できるか、情報セキュリティ
上の管理が適切にできるか等の検証が必要。

≪取組状況≫
 情報を検索する人の知識・経験に左右されな
いように自然言語による質問に対してサマ
リー付きの検索結果を返すシステムを開発。

 実証実験を実施

【実験内容】
被験者を担当課職員、他課職員、業務未経
験者（学生）に分け、与えられた課題に対
して、システムを使用した場合と使用しな
い場合で回答の精度や回答時間を検証。

 検証の結果、業務未経験者で最大80％の文書
検索時間の短縮効果が確認された等、システ
ム導入による業務改善の可能性が示唆された。

実証実験の様子



Ｗｅｂ環境を利用した災害情報収集 【４】災害時対応における機動性の強化

≪目的≫
 GISやドローン等のデジタル技術を活用したWebシステムを導入し、災害対応における機動性
や確実性の強化を図る。

≪今後の予定≫
 システム環境整備、先行実装した機能

による試行実証を継続（2024年度）
 システム運用開始（2025年度）

≪取組状況≫
 システム構築に向けた検討調査、試行実証を実施

（2022年度）
 システム基本設計及び一部機能の先行実装を実施

（2023年度）


